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報文 

礫床河道の複断面化が流砂環境に及ぼす影響 

福島雅紀＊ 箱石憲昭＊＊ 
 

1．はじめに 1 

1990年代後半から、礫床河道において、樹林

化と呼ばれる現象が取りざたされるようになった。

樹林化した河川における断面形変化の特徴は、礫

床河道の特徴である単断面形が複断面化し、低水

路が固定化されたことであり、治水、環境、利用

の面で種々の問題を引き起こすことから、樹林化

対策は河川管理上の重要な課題となっている。例

えば、樹木群による河積の減少に伴う流下能力の

低下、出水時における流木発生源の増加、樹林化

した砂州の対岸側における水あたりの激化などが

治水上の問題として挙げられる。また環境面では、

樹林化に伴う河原の減少により、河原固有生物の

減少、さらには樹林化の原因となる樹木が外来種

であることが多いことから、樹林化が生じる前の

生物相が一変するなどといった問題を生じる。利

用面から見ると、樹木群が密生することで人々の

水際へのアクセスを阻害すること、さらには人目

につきにくい空間を形成することから不法投棄等

の問題を誘発するなどの問題も生じている。一方、

堤防付近に存在する樹木群による堤防侵食の抑制、

都市における緑地空間の形成などの利点を有する

ことも忘れてはならない。  
河川･ダム水理チームでは、樹林化の原因が土

砂問題と関連が深いことから、土砂の連続性に着

目した河原再生に着目している。以下、多摩川永

田地区を対象として、樹林化（複断面化）の進行

に伴う流砂環境の変化について考察し、樹林化対

策を検討する上で注目したい留意点を整理した。 

2．検討区間の概要 

2.1 礫床河道の特徴と樹林化 
河道を構成する河床材料は大別して、礫（粒径

＞ 2mm）、砂（ 2mm≧粒径＞ 0.074mm）、シル

ト･粘土（粒径≦0.074mm）で構成され、主とし

て礫で構成された河道を礫床河道と言う。特に、

──────────────────────── 
Impacts on sediment behavior of cross-sectional change from 
single cross section to compound cross section 

山本他（1993）は河道の特性を河床勾配や粒径

で特徴づけられるセグメントで分類し、粒径に着

目した時、この礫で構成された区間をGセグメン

トと表現した。その礫床河道の特徴としては、河

床が粒径2mm以上の礫で構成されていることに

加え、以下のような特徴が挙げられる。①河岸を

構成する河床材料は表層に砂、シルトが薄く乗る

ことがあるが、低水路を構成する河床材料とほぼ

等しい。②河床勾配は1/100～1/2000程度である。

③河道法線形の蛇行は基本的に小さいが河床勾配

が緩やかになるに従って蛇行が大きくなる。④河

岸は比較的侵食されやすく、その結果として河道

横断形も単断面河道となる。⑤地形区分として、

扇状地や谷底平野などで見られる。 
樹林化とは、堤防と堤防で囲まれた河道内に樹

高10～20m程度の樹木で構成された樹木群が形

成されることを表現したものであるが、樹林化の

定義は定性的であり、前述の数値は一つの目安を

示したものである。一般的には高水敷化した箇所

に樹木群が形成されることが多く、ここでは樹林

化を促進する木本としてハリエンジュを想定し、

それが5年程度安定的に成長した場合の樹高を示

したが、樹林化の厳密な定義ではない。空中写真

を用いた全国的な調査も実施され、雄物川、阿賀

川、神通川、多摩川、天竜川、重信川などで樹林

化が顕著に進行していることが確認されているが

（島谷･皆川、1998）、ここでも樹林がまとまって

見られることをもって樹林化と定義している。 
2.2 永田地区の概要 

永田地区は、多摩川の河口から約52km地点に

位 置 し 、 永 田 橋 （ 51.7km ） と 羽 村 大 橋

（53.3km）に挟まれた約1.6km区間を指す。1975
年当時の永田地区は、広い礫河原と水深の浅い平

らな澪筋の扇状地特有の河道形状であった（河床

勾配1/250、川幅300m程度、河床材料の平均粒

径3.7cm）。しかし、大量の砂利採取が行われた

こと、利水施設等の整備により上流からの土砂供

給量が減少したこと、さらには河川流量が安定し

たことにより、河道形状が複断面化し低水路が固
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定された。図-1に示す定期横断測量結果の代表断

面を見ると、経年的に高水敷が形成されるととも

に、低水路が局所的に洗掘されてきた状況を確認

できる。なお，低水路幅は最も狭い部分で50m程

度まで縮小した。また、永田地区の上流から河床

低下が進行することで河床勾配も1/350程度と緩

勾配化した。写真 -1は、52.8km付近を上流側の

橋梁から撮影した写真であるが、右岸側の堤防を

確認できない程度に樹木が繁茂している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 河道横断形の変化（52.0kmおよび52.8km断面）  

 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1 永田地区における樹林化の状況  

 
2.3 河道修復事業の概要 

永田地区では、樹林化の進行に伴って減少した

河原環境を復元するため、河道修復事業を実施し

た （ 海 野 他 、 2006 ）。 具 体 的 に は 、 51.8 ～

52.2km区間の高水敷に繁茂するハリエンジュな

どの樹木を伐採･伐根し、低水路幅を拡大するよ

うに高水敷を掘削した。最大で幅40m、深さ2m

程度の掘削が行われ、2002年3月までに完了して

いる。また、56km地点の小作堰で浚渫された砂

礫をダンプで運搬し、羽村大橋付近に敷設してい

る。2001年以降、ほぼ毎年2月までに実施され、

出水に伴って生じる流水の作用で侵食･運搬され、

下流河道へと供給される。なお、敷設量は空隙除

きで1,800～12,000m3であった。 

3．複断面化の進行状況の実態 

3.1 航空写真に見る平面形状の変化 
写真-2は、1947年、1961年、1974年、1984年、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 航空写真で見る平面形状の変化 (赤点 :距離標 ) 
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1998年、2007年（9月出水後）に撮影された航空

写真である。1947年当時は白く見える砂礫河原が

堤間幅全体に広がり、澪筋（黒く見える部分）も

河道の中央付近を蛇行していた。1961年の写真

には砂利採取によるものと考えられる車輪跡が右

岸側を中心に見られる。また、図 -1の1967年9月
の地形にも同様に人為的な改変の跡を確認でき、

この頃の掘削量が42,000t/年とも言われるように

（小倉他、2003）、多量の砂利採取が行われてい

たことを示している。ちなみに、この砂利採取量

は、上流から供給される土砂量の数年分の土砂量

に相当することが確認されている（服部他、

2003）。その後、図 -1の横断図でも確認できるよ

うに1981年には右岸側の河床に土砂が堆積し、

それ以降、複断面化、そして樹林化が進行したこ

とを1984年以降の航空写真からも確認できる。 
3.2 定期横断測量結果に見る断面形の変化 

図-2は、定期横断測量結果から算出した低水路

幅、高水敷川幅比、比高差の時間変化を示す（福

島他、2008）。ここで、低水路幅は等流計算に

よって算定した平均年最大流量時の水面幅である。

また、高水敷川幅比は、堤間幅（川幅）から低水

路幅を差し引くことで高水敷幅を求め、高水敷幅

を川幅で割った値、すなわち川幅に占める高水敷

幅の割合を表す。比高差は、それぞれ上述した高

水敷および低水路の平均河床高の標高差である。 
低水路幅の変化を見ると、 1967年当時から

100m以下と狭い区間もあったが、永田地区では

全区間で低水路幅が縮小し、最大で1/4程度の川

幅となった箇所もある。また、そのような場所で

は高水敷川幅比が増加し、川幅の8割を高水敷が

占める区間も800m程度存在する。比高差につい

ても同様に、永田地区において1967年当時に比

べて 1～ 2mと急激な増加が見られる。 52.4～

52.8km区間では1980年代に一時的に比高差が小

さくなったが、これは図 -1(b)に見られるように、

低水路内への砂礫の堆積によるものと考えられ、

このような砂礫の堆積による澪筋の蛇行が、川幅

全体に礫河原を作る駆動力になっていたと考えら

れる。ただし、低水路内への砂礫の堆積が先で

あったか、側岸侵食に伴う低水路の蛇行が先で

あったかについては厳密には解析していない。ま

た、小作堰の下流では比高差の増加が顕著でない

が、これは羽村堰が固定堰であるのに対して、小 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 低水路幅、高水敷川幅比、比高差の変化  

 
作堰は可動堰であることで土砂の連続性が比較的

確保されていたためと考えている。 

4．水理量の変化に見る流砂環境の変化 

4.1 検討にあたって 
本節では、流砂環境の変化を水理量の変化から

考察する。考察にあたって、水理量と河床材料の

移動しやすさを関連付けておくことが有効となる。

図-3は、永田地区における線格子法による河床材

料調査結果から平均的な粒径加積曲線を求め、そ

れぞれの粒径階に対する限界摩擦速度を算定した

結果を表す。ここで、粒径階とは粒径をある幅で

いくつかの集団に分割し、それぞれの幅での代表

的な粒径を意味する。現地の河床材料が混合粒径

であることを考慮して、岩垣の式および芦田に

よって修正されたEgiazaroffの式（芦田･道上、

1972）を用いて限界値を算定した。また、参考

までに岩垣の式による一様粒径の場合の限界値も

示した。 Ashida-Egiazaroffの曲線を見ると、
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（粒径100mm）の移動限界摩擦速度がそれぞれ

0.16m/s、0.17m/s、0.21m/sであることを確認で

きる。混合材料の移動特性として、平均粒径より

も大きな粒径の材料はそれが単体である場合に比

べて動きやすく、小さい粒径の材料は動きにくく

なることが混合効果として知られているが、D90
に相当する粒径100mmについて見ると、単体で

存在する場合に比べて、2/3程度の流体力で移動

を開始することが分かる。  
 

 

 

 

 

 

 
 

図-3 粒径ごとの移動限界摩擦速度  
 

次に、4.2節に示す河道に4.3節で示す出水が作

用した時のピーク流量時の摩擦速度の縦断分布、

およびD30、D50、D90の粒径に対する移動可能

継続時間の変化を調べる。解析にあたっては、一

般的な流れの基礎式である式（1）、（2）を用い

た。細田（土木学会、2002）に従い、スタガー

ド格子を用いて差分化し、常射流が混在する流れ

場を不定流解析によって表現する。なお、細田

（土木学会、2002）に掲載されたモデルを一般断

面に拡張したものをここでは用いている。 
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ここで、Ａ :河積 (m2)、Ｑ :流量 (m3/s)、ｕ :流速

(m/s)、Ｈ:水位(m)、ｎ:粗度係数(m-1/3･s)、Ｒ:

径深 (m)、ｇ :重力加速度 (m/s2)、ｔ:時間 (s)、

ｘ:縦断距離(m)である。 

4.2 対象河道 
検討の対象とした河道は、1967年9月（以下、

1968年河道）および2000年3月（以下、2000年
河道）に実施された定期横断測量結果から作成し

た河道である。複断面化が進行する前の比較的フ

ラットな河道形状、および複断面化が進行し比高

差が最大で5m程度になった河道形状にそれぞれ

相当する。河道の粗度係数としては、2002年か

ら2004年にかけて発生した出水の洪水痕跡水位

を不等流計算によって比較的良く再現した粗度係

数0.032(m-1/3･s)を河道内で一様に与えた。なお、

これらの出水時に高水敷は冠水していないことか

ら、高水敷の粗度は表現していない。したがって、

以下では断面形の変化のみによる複断面化の影響

を評価するものであり、樹木群による粗度係数の

変化を考慮すれば、その影響がさらに強調される

ことを追記しておく。 
4.3 対象出水 

検討の対象とした出水は、図 -4に示す2006年
10月6日（ピーク流量430m3/s、以下、2006年10
月出水）、2007年9月7日（ピーク流量2,900m3/s、
以下、2007年9月出水）である。流量値は、調布

橋水位観測所の水位データを2005年H-Q式を用

いて換算した値である。流量ハイドロを比較する

と、2006年出水がほぼ平均年最大流量相当の出

水であったのに対して、2007年9月出水は、約

30km下流の石原水位観測所で計画洪水位を超過

する戦後2番目の水位を、上流の小河内雨量観測

所で既往最大の総雨量を記録するなど、大規模な

出水であった。しかし、洪水継続時間に大きな差

はなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 流量ハイドログラフ  

 
4.4 撹乱強度の変化 

図-5は、流量ピーク時の摩擦速度の縦断分布を

複断面化の前後で比較した結果であり、図中には

D30（二点鎖線）、D50（一点鎖線）、D90（点

線）の移動限界摩擦速度を記入した。平均年最大

流量相当の2006年10月出水ピーク時の図 -5(a)を
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(a)2006年10月出水ピーク時
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見ると、一部の区間を除き、2000年河道で摩擦

速度が増大している。特に、複断面化の進行が顕

著であった永田地区では、摩擦速度の増大の割合

が大きい。また、平均年最大流量時の出水で、

2000年河道の永田地区全域でD90相当の礫が移

動する状況は、福岡（2008）の指摘する大きな

河床材料の持つ河床を安定化させる役割を考える

と深刻である。一方、1968年河道では、河床材

料の停止区間と移動区間が存在する。以上の結果

から、複断面化は河床の安定化機構を破壊し、低

水路河床を低下させることで複断面化をさらに進

行させることが分かる。なお、50km付近で1968
年河道の摩擦速度が大きいのは、その当時の低水

路幅が上下流に比べて狭かったためである。 
2007年9月出水時には、高水敷まで冠水してい

ることから、断面平均された摩擦速度の縦断分布

では厳密な議論はできないが、52.8km付近の摩

擦速度は、1968年河道に比べ2000年河道の方が

低下している。これは、摩擦速度が断面平均値で

あることに加え、複断面化に伴う摩擦速度の増大

により河床が低下し、52.8km付近から下流にか

けての河床勾配が緩くなってきたことによると考

えられた。一方、その上流側では52.8km付近の

河床が低下することで河床勾配が増加し、摩擦速

度も増加したと考えられた。 
4.5 撹乱の継続時間の変化  

ここでは、ある粒径に着目し、その粒径が移動

可能な継続時間の変化について考える。この移動

可能な継続時間の変化は、ある区間から流出、も

しくはある区間へ流入する流砂量を変化させるこ

ととなる。したがって、この変化が上下流で異

なった場合、河道では土砂の侵食、もしくは堆積

が生じることとなる。 
図 -6は、対象出水が作用した時の52km断面の

摩擦速度の時間変化を示す。図-5と同様に、D30、
D50、D90の移動限界摩擦速度を記入した。複断

面化に伴ってD90粒径が移動可能な時間が2006
年出水の場合で2時間から32時間以上に、2007年
出水の場合で26時間から52時間に変化している。

同様な図面を紙面の関係で示していないが、複断

面化の進行が顕著でない永田地区の上下流区間と

比較すると、同地区では出水中に河床材料が移動

している時間が相対的に長くなり、流入する河床

材料に比べ流出する材料が多くなる。その結果と

して、河床高が徐々に低下してきたものと考えら

れる。しかしながら、52.0km断面の近年の変化

を見ると河床高は比較的安定しており、その理由

は現地踏査等の結果も合わせて考えると、河床材

料の粗粒化によると推測される。一方、52.8km
断面では、河床が緩勾配化したことにより、摩擦

速度の時間変化に大きな違いは見られなかった。

総じて見ると、52.0km断面は粗粒化によって、

52.8km断面は緩勾配化によって複断面化後の流

砂環境の変化に河道が応答してきたものと考えら

れた。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 摩擦速度の縦断分布  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 52km断面における摩擦速度の時間変化  
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5．まとめ 

多摩川永田地区を対象として、複断面化の進行

した河道の流砂環境の変化を撹乱強度の縦断分布、

その継続時間の視点から調べた。その結果、複断

面化した河道は、より複断面化が進行しやすい流

砂環境へと変化し、複断面化をさらに進行させる

ことが理解された。具体的には、複断面化が進行

することで中小出水時においても比較的大きな掃

流力が発生し、河床材料が移動しやすくなること、

また、そのような状態が複断面化していない区間

に比べて長時間にわたって継続されることから、

同区間からの河床材料の流失が顕著となるもので

ある。 
河道の整備計画においては、整備後の河床の変

化を簡便に確認するため、平均年最大流量時の摩

擦速度が現況の±15％以内の変化であれば、河

床は安定するものとしている。上述した結果は計

画規模相当以下の出水、すなわち発生頻度の高い

平均年最大流量規模の出水について、摩擦速度の

縦断分布とその継続時間を事前に検討することの

重要性を改めて示したものと言える。特に、摩擦

速度の変化が小さい場合でも、その継続時間の変

化に留意されたい。 
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